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占領期における大学学生自治組織の成立過程および
その活動

学　位　論　文　審　査　・　内　容　の　要　旨
　本論文は、第二次世界大戦後の被占領期の日本における学生自治組織の成立過程を明らかにしたものである。このテーマに
ついては、各大学の沿革史、戦後学生運動史あるいは占領期高等教育史研究において断片的には明らかにされててきているも
のの、まとまった形での研究成果はまだない。各大学沿革史では、自治会と大学の対立の場面だけ、あるいは資料が残っている
部分に限って取り上げる場合が多い。戦後学生運動史の研究では、当事者の執筆によるために主観的な記述が目立ち、また
1960年代の学生運動の前史としての位置づけにとどまるものがほとんどである。アメリカの占領文書を活用した占領期高等教育
史研究が2000年前後から出されてきたが、一部の事象を取り上げるにとどまる。
以上の研究状況をふまえ、本論文では全国の大学の学生自治組織の成立に大きな影響を与えた東京大学、京都大学および早
稲田大学を対象に、学生自治組織の成立過程の骨格部分を検討した。その際に、特に占領軍の関与と共産党の指導の動向に
着眼している。共産党が学生の組織や運動をリードしたことはよく知られているが、共産党の資料は活用されていない。
第１章で戦時中の学校報国団組織の成立までの経緯、第２章で学校報国団から校友会的全学組織への転換（復元）などの戦後
の学生自治組織成立の背景、第３章で1948～50年における学生運動の高揚と政府・占領軍、共産党、学生の動向を捉えたうえ
で、第４～６章で東京大学、京都大学および早稲田大学における学生自治組織の成立過程を明らかにしている。明らかにされた
のは次の４点である。
①48年の授業料値上げ反対運動から全日本学生自治会総連合（全学連）の結成、そして全学連による大学法反対ストライキ闘
争や50年のレッド・パージ反対運動において、東大や早大の自治会は積極的、京大の自治会は消極的であった。特にレッド・
パージ反対運動の違いは、東大・早大の自治会が共産党の国際派、京大の自治会が国際派に属していたことが大きい。
②学生自治組織の発足にあたっては、当初は社会科学研究会等の左翼学生団体の学生、その後日本共産党細胞の学生が
リードした。戦前の自治会の復活のようにもみえる現象であった。ただし、戦後の自治組織は、全学生を構成員とすること、労働
組合等との学外の団体と連携して活動したことはは、戦前にはみられなかった。
③共産党は48年頃から学生党員を増やして細胞を組織したが、前述の分裂が学生運動に影響をもたらした。占領軍は、学生自
治組織を民主主義の訓練の場と捉えて組織化を助長したが、学生運動が反米、戦争反対に傾斜すると49年頃から学生自治組
織の統制に乗り出した。また、学生自治組織と大学当局との間では49年頃までは大きな対立はみられなかったが、レッド・パージ
に関しては激しく衝突した。
④学生自治組織発足当初の学生運動は、学生の生活にかかわる学内問題をテーマとしていたが、48年以降は大学法反対運動
やレッド・パージ反対運動などの政治問題にもかかわるようになっていった。
個々の大学の学生自治組織とその連合である全学連の戦後の出発にかかわる特徴点が明らかにされた。新制大学が完成して
いない50年頃で検討を終えているが、51年以降、講和条約・安保条約の締結をめぐり日本労働組合総評議会（総評）や社会党
が全面講和や自衛隊反対などを主張して政府と対立し、当然学生自治組織もそこにからんでくるが、新しい展開が始まるため、
50年頃までという時期区分は妥当と判断した。
第１回の審査委員会では、序章における先行研究の取り上げ方やその研究状況についての説明が不十分であること、３つの観
点を挙げて分析した結果を終章で明確に説明すること、今後の課題を含めて終章の記述に厚みをもたせること、などを求めた。
第２回の審査委員会で、これらの指摘に対する対応がなされていることが確認された。


